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○千葉県環境保全条例（平成7年3月10日条例第3号）【一部抜粋】 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 生活環境の保全等に関する施策（第四条―第十四条） 

第三章 生活環境の保全等に関する措置等 

第一節 大気の保全に関する措置（第十五条―第十八条） 

第二節 水質の保全に関する規制等（第十九条―第三十七条） 

第三節 地質の保全に関する規制等（第三十八条―第五十四条） 

第四節 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減を図るための措置（第五十五条―第五十六条の

九） 

第五節 航空機による拡声機使用の規制（第五十七条） 

第四章 公害に係る苦情の処理等（第五十八条―第六十四条） 

第五章 雑則（第六十五条―第六十七条） 

第六章 罰則（第六十八条―第七十二条） 

附則 

（中略） 

第二節 水質の保全に関する規制等 

（定義等） 

第十九条 この節において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 特定施設 次に掲げるいずれかの要件を備える汚水又は廃液を排出する施設（水質汚濁防止法

（昭和四十五年法律第百三十八号）第二条第二項に規定する特定施設及び同条第三項に規定する

指定地域特定施設（湖沼水質保全特別措置法（昭和五十九年法律第六十一号）第十四条の規定に

より指定地域特定施設とみなされる施設を含む。）を除く。）で規則で定めるものをいう。 

イ カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質として規則で定める物質

を含むこと。 

ロ 化学的酸素要求量その他の水の汚染状態（熱によるものを含み、イに規定する物質によるも

のを除く。）を示す項目として規則で定める項目に関し、生活環境に係る被害を生ずるおそれ

がある程度のものであること。 

二 公共用水域 水質汚濁防止法第二条第一項に規定する公共用水域をいう。 

三 排出水 特定施設を設置する工場又は事業場（以下この節において「特定事業場」という。）

から公共用水域に排出される水をいう。 

四 汚水等 特定施設から排出される汚水又は廃液をいう。 

２ 知事は、特定施設を定めようとするときは、千葉県環境審議会（以下「審議会」という。）の意

見を聴かなければならない。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。 

一部改正〔平成一四年条例一七号〕 

（排水基準の制定） 

第二十条 知事は、公共用水域の水質の汚濁を防止するために必要な排水基準を規則で定めるものと

する。 

２ 前項の排水基準（以下この節において「排水基準」という。）は、前条第一項第一号イに規定す

る物質（以下この節において「有害物質」という。）による汚染状態にあっては、排出水に含まれ

る有害物質の量について、有害物質の種類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあって

は、同号ロに規定する項目について、項目ごとに定める許容限度とする。 

３ 知事は、排水基準を定めようとするときは、審議会の意見を聴かなければならない。これを変更

し、又は廃止しようとするときも、同様とする。 

一部改正〔平成一四年条例一七号〕 

（特定施設の設置の届出） 

第二十一条 工場又は事業場から公共用水域に水を排出する者は、特定施設を設置しようとするとき
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は、次の各号に掲げる事項を記載した届出書により知事に届け出なければならない。 

一 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

二 工場又は事業場の名称及び所在地 

三 特定施設の種類 

四 特定施設の構造 

五 特定施設の使用の方法 

六 汚水等の処理の方法 

七 排出水の汚染状態及び量 

八 その他規則で定める事項 

２ 前項の届出書には、当該特定施設の配置図その他規則で定める書類及び図面を添付しなければな

らない。 

（経過措置） 

第二十二条 一の施設が特定施設となった際現にその施設を設置している者（設置の工事をしている

者を含む。）であって排出水を排出するものは、当該施設が特定施設となった日から三十日以内に、

前条第一項各号に掲げる事項を記載した届出書により知事に届け出なければならない。 

２ 前条第二項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（構造等の変更の届出） 

第二十三条 第二十一条第一項又は前条第一項の規定による届出をした者は、その届出に係る第二十

一条第一項第四号から第八号までに掲げる事項の変更をしようとするときは、その旨を知事に届け

出なければならない。 

２ 第二十一条第二項の規定は、前項の規定による変更の届出について準用する。 

（計画変更命令等） 

第二十四条 知事は、第二十一条第一項又は前条第一項の規定による届出があった場合において、排

出水の汚染状態が当該特定事業場の排水口（排出水を排出する場所をいう。以下同じ。）において

その排出水に係る排水基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から六十日以内に

限り、その届出をした者に対し、その届出に係る特定施設の構造若しくは使用の方法若しくは汚水

等の処理の方法に関する計画の変更（前条第一項の規定による届出に係る計画の廃止を含む。）又

は第二十一条第一項の規定による届出に係る特定施設の設置に関する計画の廃止を命ずることがで

きる。 

一部改正〔平成七年条例六四号〕 

（実施の制限） 

第二十五条 第二十一条第一項の規定による届出をした者又は第二十三条第一項の規定による届出を

した者は、その届出が受理された日から六十日を経過した後でなければ、それぞれ、その届出に係

る特定施設を設置し、又はその届出に係る特定施設の構造若しくは使用の方法若しくは汚水等の処

理の方法の変更をしてはならない。 

２ 知事は、第二十一条第一項又は第二十三条第一項の規定による届出に係る事項の内容が相当であ

ると認めるときは、前項に規定する期間を短縮することができる。 

（氏名の変更等の届出） 

第二十六条 第二十一条第一項又は第二十二条第一項の規定による届出をした者は、その届出に係る

第二十一条第一項第一号若しくは第二号に掲げる事項に変更があったとき、又はその届出に係る特

定施設の使用を廃止したときは、その日から三十日以内に、その旨を知事に届け出なければならな

い。 

（承継） 

第二十七条 第二十一条第一項又は第二十二条第一項の規定による届出をした者からその届出に係る

特定施設を譲り受け、又は借り受けた者は、当該特定施設に係る当該届出をした者の地位を承継す

る。 

２ 第二十一条第一項又は第二十二条第一項の規定による届出をした者について相続、合併又は分割

（その届出に係る特定施設を承継させるものに限る。）があったときは、相続人、合併後存続する
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法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該特定施設を承継した法人は、当該届出を

した者の地位を承継する。 

３ 前各項の規定により第二十一条第一項又は第二十二条第一項の規定による届出をした者の地位を

承継した者は、その承継があった日から三十日以内に、その旨を知事に届け出なければならない。 

一部改正〔平成一三年条例二六号〕 

（排出水の排出の制限） 

第二十八条 排出水を排出する者は、その汚染状態が当該特定事業場の排水口において排水基準に適

合しない排出水を排出してはならない。 

２ 前項の規定は、一の施設が特定施設となった際現にその施設を設置している者（設置の工事をし

ている者を含む。）の当該施設を設置している工場又は事業場から排出される水については、当該

施設が特定施設となった日から六月間（当該施設が規則で定める施設である場合にあっては、一年

間）は、適用しない。ただし、当該施設が特定施設となった際既に当該工場又は事業場が特定事業

場であるときは、この限りでない。 

（改善命令等） 

第二十九条 知事は、排出水を排出する者が、その汚染状態が当該特定事業場の排水口において排水

基準に適合しない排出水を排出するおそれがあると認めるときは、その者に対し、期限を定めて特

定施設の構造若しくは使用の方法若しくは汚水等の処理の方法の改善を命じ、又は特定施設の使用

若しくは排出水の排出の一時停止を命ずることができる。 

一部改正〔平成七年条例六四号〕 

（排出水の汚染状態の測定等） 

第三十条 排出水を排出する者は、規則で定めるところにより、当該排出水の汚染状態を測定し、そ

の結果を記録し、これを保存しなければならない。 

一部改正〔平成二四年条例五八号〕 

（事故時における措置） 

第三十一条 特定事業場の設置者は、当該特定事業場において、特定施設の破損その他の事故が発生

し、有害物質を含む水又はその汚染状態が第十九条第一項第一号ロに規定する項目について排水基

準に適合しないおそれがある水が当該特定事業場から公共用水域に排出されたことにより人の健康

又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるときは、直ちに、引き続く有害物質を含む水又は当

該排水基準に適合しないおそれがある水の排出の防止のための応急の措置を講ずるとともに、速や

かにその事故の状況及び講じた措置の概要を知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、特定事業場の設置者が前項の応急の措置を講じていないと認めるときは、その者に対し、

同項の応急の措置を講ずべきことを命ずることができる。 

一部改正〔平成二四年条例五八号〕 

（排水を伴う建設工事に関する措置） 

第三十二条 建設工事として行われる作業のうち、公共用水域に汚水又は廃液を排出する作業を行お

うとする者は、その作業の実施に伴い発生する汚水又は廃液による公共用水域の水質の汚濁の防止

を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（事業場の排水に関する措置） 

第三十三条 事業者は、水質汚濁防止法及び湖沼水質保全特別措置法並びにこの条例の規定による規

制を受ける場合のほか、工場又は事業場から発生する汚水又は廃液による公共用水域の水質の汚濁

を防止するための排水処理施設の設置その他の必要な措置を講ずるように努めるとともに、水質の

汚濁の防止を図るために県及び市町村が行う施策に積極的に協力しなければならない。 

（塩水の排水に関する措置） 

第三十四条 事業者は、塩水を公共用水域に排出するときは、当該水域及びその周辺の水産動植物及

び農作物に被害を与えないように必要な措置を講じなければならない。 

（生活排水対策の推進） 

第三十五条 県民は、公共用水域の水質の保全を図るため、調理くず、廃食用油等の処理、洗剤の使

用等を適正に行うように心がけるとともに、県又は市町村による生活排水対策の実施に協力しなけ
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ればならない。 

（報告の徴収） 

第三十六条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、排出水を排出する者に対し、特定施設

の状況、汚水等の処理の方法その他必要な事項に関し報告を求めることができる。 

（立入検査） 

第三十七条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、特定事業場に立ち入り、

特定施設その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求が

あったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（中略） 

第五章 雑則 

（規則への委任） 

第六十五条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（市町村条例との関係） 

第六十六条 この条例の規定は、市町村が、当該地域の自然的社会的条件に応じて、環境の保全上の

支障の防止に関し、この条例で定める事項以外の事項について、条例で必要な規制を定めることを

妨げるものではない。 

（適用除外） 

第六十七条 第三章（第四節を除く。）及び第六十一条の規定は、千葉市の区域においては、適用し

ない。 

２ 第三章（第三節及び第四節を除く。）の規定は、船橋市及び柏市の区域においては、適用しない。 

一部改正〔平成一四年条例一七号・一五年二二号・二〇年一五号〕 

第六章 罰則 

（罰則） 

第六十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十四条、第二十九条又は第四十六条第二項の規定による命令に違反した者 

二 第三十九条又は第五十七条の規定に違反した者 

一部改正〔平成七年条例六四号〕 

第六十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十八条第一項の規定に違反した者 

二 第三十一条第二項の規定による命令に違反した者 

第六十九条の二 第五十五条の四第三項の規定による命令に違反した者は、三十万円以下の罰金に処

する。 

追加〔平成一四年条例一七号〕 

第七十条 次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十一条第一項又は第五十五条の二第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした

者 

二 第五十五条の二第一項の規定による自動車環境管理計画書の提出をせず、又は虚偽の記載をし

た自動車環境管理計画書を提出した者 

三 第五十五条の三の規定による実績報告書の提出をせず、又は虚偽の記載をした実績報告書を提

出した者 

全部改正〔平成一四年条例一七号〕 

第七十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第一項又は第二十三条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 第二十五条第一項の規定に違反した者 

三 第三十条の規定に違反して、記録をせず、虚偽の記録をし、又は記録を保存しなかった者 

四 第三十六条、第五十三条又は第五十六条の八の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした
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者 

五 第三十七条第一項、第五十四条第一項又は第五十六条の九第一項の規定による検査を拒み、妨

げ、又は忌避した者 

六 第四十七条第一項の規定による記録をせず、若しくは虚偽の記録をし、又は報告をせず、若し

くは虚偽の報告をした者 

一部改正〔平成二四年条例五八号〕 

（両罰規定） 

第七十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、第六十八条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
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○千葉県環境保全条例施行規則（平成7年9月29日規則第78号）  （一部抜粋） 

（特定施設） 

第二条 条例第十九条第一項第一号の規則で定める施設は、別表第一に掲げる施設とする。 

（有害物質） 

第三条 条例第十九条第一項第一号イの規則で定める物質は、水質汚濁防止法施行令（昭和四十六年

政令第百八十八号。以下「政令」という。）第二条に規定する物質とする。 

（水素イオン濃度等の項目） 

第四条 条例第十九条第一項第一号ロの規則で定める項目は、政令第三条に規定する項目とする。 

（排水基準） 

第五条 条例第二十条第一項の排水基準は、別表第二から別表第四までに掲げるとおりとする。 

２ 別表第三項目の欄に掲げる項目について、特定施設を有する特定事業場が同表と同時に別表第四

の適用を受ける特定事業場である場合における当該特定事業場に係る排出水についての当該項目に

係る排水基準は、別表第三及び別表第四に定める排水基準のうち最小の許容限度のものを適用する。 

一部改正〔平成一〇年規則八〇号〕 

（特定施設の設置等の届出） 

第六条 条例第二十一条第一項又は第二十二条第一項に規定する届出書は、特定施設設置（使用）届

出書（別記第一号様式）とする。 

２ 条例第二十一条第一項第八号の規則で定める事項は、排出水に係る用水及び排水の系統とする。 

３ 条例第二十一条第二項の規則で定める書類及び図面は、次の各号に掲げる書類及び図面とする。 

一 特定施設、汚水等の処理施設、用水及び排水の経路並びに排水口の位置を明記した事業場平面

図 

二 事業場の位置及び排出水が主たる公共用水域に至るまでの経路を明記した図面 

三 その他知事が必要と認めるもの 

（特定施設の構造等の変更の届出） 

第七条 条例第二十三条第一項の規定による変更の届出は、特定施設構造等変更届出書（別記第二号

様式）により行うものとする。 

第八条 削除 

〔令和四年規則五三号〕 

（特定施設に係る氏名の変更等の届出） 

第九条 次の各号に掲げる届出は、それぞれ当該各号に定める届出書により行うものとする。 

一 条例第二十六条の規定による条例第二十一条第一項第一号又は第二号に掲げる事項の変更の届

出 氏名等変更届出書（別記第四号様式） 

二 条例第二十六条の規定による使用の廃止の届出 特定施設使用廃止届出書（別記第五号様式） 

三 条例第二十七条第三項の規定による承継の届出 特定施設承継届出書（別記第六号様式） 

（排出水の汚染状態の測定） 

第十条 条例第三十条の規定による排出水の汚染状態の測定は、次の各号に定めるところにより行う

ものとする。 

一 当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項のうち、特定施設設置（使用）届出

書又は特定施設構造等変更届出書により届け出たものについては三箇月（一日当たりの平均的な

排出水の量が三十立方メートル未満の特定事業場に係る測定にあっては、一年）に一回以上、そ

の他のものについては必要に応じて行うこと。 

二 排水基準を定める省令（昭和四十六年総理府令第三十五号）第二条の規定により環境大臣が定

める方法により行うこと。 

三 測定のための試料は、測定しようとする排出水の汚染状態が最も悪いと推定される時期及び時

刻に採取すること。 

２ 条例第三十条の規定による測定の結果は、水質測定記録表（別記第七号様式）により記録するも

のとする。ただし、計量法（平成四年法律第五十一号）第百七条の登録を受けた者から水質測定記
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録表の採水者、分析者及び測定項目の欄に記載すべき事項について証明する旨を記載した同法第百

十条の二の証明書の交付を受けた場合（同法第百七条ただし書に定める者から当該証明書に相当す

る書面の交付を受けた場合を含む。）にあっては、当該事項の水質測定記録表への記載を省略する

ことができる。 

３ 条例第三十条の規定による測定の結果の記録は、当該測定に伴い作成したチャートその他の資料

又は同項ただし書に規定する証明書（計量法第百七条ただし書に定める者から交付を受けた当該証

明書に相当する書面を含む。）とともに三年間保存するものとする。 

一部改正〔平成一三年規則二二号・二四年七五号〕 

（事故時の届出） 

第十一条 条例第三十一条第一項の規定による事故時の届出は、特定施設事故報告書（別記第八号様

式）により行うものとする。 

（立入検査の身分証明書） 

第十二条 条例第三十七条第二項の身分を示す証明書は、立入検査証（別記第九号様式）とする。 

 

別表第一（第二条） 

  

 一 油かんその他のあきかん再生業の用に供する洗浄施設  

 二 ばい煙又は粉じんの湿式処理施設  

 三 畜産農業又はサービス業の用に供する施設であって、次に掲げるもの。 

イ 牛房施設（牛房の総面積が一〇〇平方メートル未満のものを除く。） 

ロ 馬房施設（馬房の総面積が一〇〇平方メートル未満のものを除く。） 

ハ 鶏舎（鶏の飼養羽数が一、〇〇〇未満のものを除く。） 

 

 四 食品衛生法施行令（昭和二十八年政令第二百二十九号）第三十五条第一号に掲げる飲

食店営業に供するために設置されるちゅう房施設及び健康増進法（平成十四年法律第

百三号）第二十条第一項に規定する特定給食施設に設置されるちゅう房施設であって、

印旛沼及び手賀沼並びにこれらに流入する公共用水域に排出水を排出するもの（総床

面積が一〇〇平方メートル未満の事業場に係るもの及び汚水等が水質汚濁防止法施行

令（昭和四十六年政令第百八十八号）別表第一第七十二号から第七十四号までに掲げ

る特定施設又は湖沼水質保全特別措置法施行令（昭和六十年政令第三十七号）第五条

第二号に掲げるみなし指定地域特定施設において処理されるものを除く。以下「特定

ちゅう房施設」という。）並びに特定ちゅう房施設を設置する特定事業場から排出さ

れる水の処理施設 

 

一部改正〔平成一〇年規則八〇号・一一年二八号・一五年一〇二号・一六年七号〕 

 

別表第二（第五条） 

有害物質に係る汚染状態 

  

 有害物質の種類 許容限度  

 カドミウム及びその化合物 一リットルにつきカドミウム〇・〇三ミリグラ

ム 

 

 シアン化合物 一リットルにつきシアン一ミリグラム  

 有機燐（りん）化合物（パラチオン、メチルパ

ラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る。）

一リットルにつき一ミリグラム  

 鉛及びその化合物 一リットルにつき鉛〇・一ミリグラム  

 六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・五ミリグラム 

 砒（ひ）素及びその化合物 一リットルにつき砒（ひ）素〇・一ミリグラム 
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 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 一リットルにつき水銀〇・〇〇五ミリグラム  

 アルキル水銀化合物 検出されないこと。  

 ポリ塩化ビフェニル 一リットルにつき〇・〇〇三ミリグラム  

 トリクロロエチレン 一リットルにつき〇・一ミリグラム  

 テトラクロロエチレン 一リットルにつき〇・一ミリグラム  

 ジクロロメタン 一リットルにつき〇・二ミリグラム  

 四塩化炭素 一リットルにつき〇・〇二ミリグラム  

 一・二―ジクロロエタン 一リットルにつき〇・〇四ミリグラム  

 一・一―ジクロロエチレン 一リットルにつき一ミリグラム  

 シス―一・二―ジクロロエチレン 一リットルにつき〇・四ミリグラム  

 一・一・一―トリクロロエタン 一リットルにつき三ミリグラム  

 一・一・二―トリクロロエタン 一リットルにつき〇・〇六ミリグラム  

 一・三―ジクロロプロペン 一リットルにつき〇・〇二ミリグラム  

 チウラム 一リットルにつき〇・〇六ミリグラム  

 シマジン 一リットルにつき〇・〇三ミリグラム  

 チオベンカルブ 一リットルにつき〇・二ミリグラム  

 ベンゼン 一リットルにつき〇・一ミリグラム  

 セレン及びその化合物 一リットルにつきセレン〇・一ミリグラム  

 ほう素及びその化合物 海域以外の公共用水域に排出されるもの一リ

ットルにつきほう素一〇ミリグラム 

海域に排出されるもの一リットルにつきほう

素二三〇ミリグラム 

 

 ふつ素及びその化合物 海域以外の公共用水域に排出されるもの一リ

ットルにつきふつ素八ミリグラム 

海域に排出されるもの一リットルにつきふつ

素一五ミリグラム 

 

 アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合

物及び硝酸化合物 

一リットルにつきアンモニア性窒素に〇・四を

乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合

計量一〇〇ミリグラム 

 

 一・四―ジオキサン 一リットルにつき〇・五ミリグラム  

備考 「検出されないこと。」とは、第十条第一項の規定に基づく検定方法により排出水の汚染状

態を検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

全部改正〔平成一〇年規則八〇号〕、一部改正〔平成一五年規則六五号・二四年四四号・

七九号・二八年五七号〕 

 

別表第三（第五条） 

有害物質に係る汚染状態以外の汚染状態 

  

 

項目 特定施設 

許容限度  

 既設 新設  

 第一種水

域 

第二種水

域 

第三種水

域 

第一種水

域 

第二種水

域 

第三種水

域 

 

 水素イオン

濃度 

別表第一の一、二及

び三の項に掲げる

施設 

五・八以

上 

八・六以

五・八以

上 

八・六以

海域以外

の公共用

水域に排

五・八以

上 

八・六以

五・八以

上 

八・六以

海域以外

の公共用

水域に排
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下 下 出される

もの五・

八以上

八・六以

下 

海域に排

出される

もの五・

〇以上

九・〇以

下 

下 下 出される

もの五・

八以上

八・六以

下 

海域に排

出される

もの五・

〇以上

九・〇以

下 

 生物化学的

酸素要求量

及び化学的

酸素要求量 

別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

二五 

（二〇） 

五〇 

（四〇） 

一〇〇 

（八〇） 

二五 

（二〇） 

二五 

（二〇） 

二五 

（二〇） 

 

 別表第一の三の項

に掲げるイ及びロ

の施設並びにハの

施設のうち鶏の飼

養羽数が五、〇〇〇

未満のもの 

三〇〇 三〇〇 三〇〇 三〇〇 三〇〇 三〇〇  

   別表第一の三の項

に掲げるハの施設

のうち鶏の飼養羽

数が五、〇〇〇以上

のもの 

一二〇 一二〇 一二〇 一二〇 一二〇 一二〇  

 浮遊物質量 別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

九〇 

（七〇） 

一一〇 

（九〇） 

一三〇 

（一一

〇） 

九〇 

（七〇） 

九〇 

（七〇） 

九〇 

（七〇） 

 

 別表第一の三の項

に掲げる施設 

一五〇 一五〇 一五〇 一五〇 一五〇 一五〇  

 ノルマルヘ

キサン抽出

物質含有量

（鉱油類含

有量） 

別表第一の二の項

に掲げる施設 

五 五 五 三 三 三  

 フェノール

類含有量 

別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

一 一 一 〇・五 〇・五 〇・五  

 銅含有量 別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

三 三 三 三 三 三  

 亜鉛含有量 別表第一の二の項

に掲げる施設 

五 五 五 五 五 五  

 溶解性鉄含

有量 

別表第一の二の項

に掲げる施設 

一〇 一〇 一〇 一〇 一〇 一〇  

 溶解性マン 別表第一の一及び 一〇 一〇 一〇 一〇 一〇 一〇  
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ガン含有量 二の項に掲げる施

設 

 クロム含有

量 

別表第一の二の項

に掲げる施設 

二 二 二 二 二 二  

 大腸菌群数 別表第一の一、二及

び三の項に掲げる

施設 

（三、〇

〇〇） 

（三、〇

〇〇） 

（三、〇

〇〇） 

（三、〇

〇〇） 

（三、〇

〇〇） 

（三、〇

〇〇） 

 

 窒素含有量 別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

一二〇 

（六〇） 

一二〇 

（六〇） 

― 一二〇 

（六〇） 

一二〇 

（六〇） 

―  

 りん含有量 別表第一の一及び

二の項に掲げる施

設 

一六 

（八） 

一六 

（八） 

― 一六 

（八） 

一六 

（八） 

―  

備考 

一 許容限度の単位は、水素イオン濃度については水素イオン指数、大腸菌群数については排出

水一立方センチメートルにつき個数とし、その他の項目については、排出水一リットルにつき

ミリグラム数とする。 

二 （ ）内は、日間平均値とし、当該数値は、一日の排出水の平均的な汚染状態について定め

たものである。 

三 この表に掲げる排水基準は、別表第一の一の項及び二の項に掲げる施設については、一日当

たりの平均的な排出水の量が三十立方メートル以上である工場又は事業場に係る排出水につい

て適用する。 

四 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化

鉄鉱を掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

五 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される

排出水に限って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼の公共用水域

に排出される排出水に限って適用する。 

六 窒素含有量及びりん含有量についての排水基準は、水質汚濁防止法第四条の二に規定する指

定地域及び昭和六十年環境庁告示第二十七号（窒素含有量又はりん含有量についての排水基準

に係る湖沼）に掲げる湖沼に係る公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

七 既設、新設の区分は、昭和四十七年四月十九日以前に設置され、又は設置の工事に着手され

た工場又は事業場に係る特定施設を既設とし、その他のものを新設とする。ただし、大腸菌群

数、窒素含有量及びりん含有量については、この規則の施行の際現に設置され、又は設置の工

事に着手された工場又は事業場に係る特定施設を既設とし、その他のものを新設とする。 

八 水域の区分は、水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例（昭和五十年千葉県条例第五

十号）別表第一に規定するところによる。 

九 一の排出口から排出される排出水の汚染状態について、この表により異なる許容限度の排水

基準が定められているときは、当該排出水については、それらの排水基準のうち最小の許容限

度のものを適用する。 

追加〔平成一〇年規則八〇号〕、一部改正〔平成一五年規則六五号〕 

 

別表第四（第五条） 

有害物質に係る汚染状態以外の汚染状態 

  

 項目 特定施設 既設 新設  

 水素イオン濃度 別表第一の一、二及び四の五・八以上 五・八以上  
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項に掲げる施設 八・六以下 八・六以下 

 生物化学的酸素要求量及

び化学的酸素要求量 

別表第一の一及び二の項

に掲げる施設 

四〇 四〇  

 別表第一の四の項に掲げ

る施設 

八〇 三〇  

 浮遊物質量 別表第一の一及び二の項

に掲げる施設 

一一〇 一一〇  

 別表第一の四の項に掲げ

る施設 

九〇 六〇  

 ノルマルヘキサン抽出物

質含有量（鉱物油含有量）

別表第一の二の項に掲げ

る施設 

五 五  

 ノルマルヘキサン抽出物

質含有量（動植物油含有

量） 

別表第一の四の項に掲げ

る施設 

三〇 三〇  

 フェノール類含有量 別表第一の二及び四の項

に掲げる施設 

五 五  

 銅含有量 別表第一の一、二及び四の

項に掲げる施設 

三 三  

 亜鉛含有量 別表第一の二及び四の項

に掲げる施設 

五 五  

 溶解性鉄含有量 別表第一の二及び四の項

に掲げる施設 

一〇 一〇  

 溶解性マンガン含有量 別表第一の一、二及び四の

項に掲げる施設 

一〇 一〇  

 クロム含有量 別表第一の二及び四の項

に掲げる施設 

二 二  

 大腸菌群数 別表第一の一、二及び四の

項に掲げる施設 

（三、〇〇〇） （三、〇〇〇）  

 窒素含有量 別表第一の一及び二の項

に掲げる施設 

一二〇 

（六〇） 

一二〇 

（六〇） 

 

 別表第一の四の項に掲げ

る施設 

六〇 三〇  

 りん含有量 別表第一の一及び二の項

に掲げる施設 

一六 

（八） 

一六 

（八） 

 

 別表第一の四の項に掲げ

る施設 

一〇 五  

備考 

一 許容限度の単位は、水素イオン濃度については水素イオン指数、大腸菌群数については排出

水一立方センチメートルにつき個数とし、その他の項目については、排出水一リットルにつき

ミリグラム数とする。 

二 （ ）内は、日間平均値とし、当該数値は、一日の排出水の平均的な汚染状態について定め

たものである。 

三 この表に掲げる排水基準は、別表第一の一の項及び二の項に掲げる施設であって、印旛沼及

び手賀沼並びにこれらに流入する公共用水域に排水を排出し、一日当たりの平均的な排出水の

量が十立方メートル以上三十立方メートル未満である工場又は事業場及び別表第一の四の項に

掲げる施設であって、一日当たりの平均的な排出水の量が一〇立方メートル以上である工場又
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は事業場に係る排出水について適用する。 

四 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は硫黄鉱業（硫黄と共存する硫黄鉄

鋼を掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場にかかる排水については適用しない。 

五 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に

限って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、湖沼の公共用水域に排出される排出

水に限って適用する。 

六 既設、新設の区分は、平成十一年四月一日前に設置され、又は工事に着手された工場又は事

業場に係る特定施設を既設とし、その他のものを新設とする。 

七 一の排出口から排出される排出水の汚染状態について、この表により異なる許容限度の排水

基準が定められているときは、当該排出水については、それらの排水基準のうち最小の許容限

度のものを適用する。 

追加〔平成一〇年規則八〇号〕、一部改正〔平成一五年規則六五号〕 
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○ 令和５年６月 27 日 中央環境審議会答申 

  「水質汚濁防止法に基づく排出水の排出、地下浸透水の浸透等の規制に係る

項目の許容限度等の見直しについて（答申）」【抜粋】  

 

 ２．公共用水域への排水規制及び地下浸透規制等のあり方について 

 （１）水質汚濁防止法における排水基準の考え方 

    水質汚濁防止法では、公共用水域の水質汚濁の未然防止の観点から、有

害物質及び生活環境項目の双方について、全公共用水域に排出される全

ての特定事業場からの排出水に対して全国一律の排水基準を適用するこ

ととされている。このうち、有害物質については、原則として、人の健康

の保護に関する環境基準値の 10 倍に設定されているが、これは排出水の

水質は公共用水域に排出されると、そこを流れる河川水等により、排水口

から合理的な距離を経た公共用水域において、通常少なくとも 10 倍程度

に希釈されると想定されることに基づくものである。 

 

 （２）排水基準の設定について 

    有害物質の規制に係る排水基準についての従来の考え方を踏襲し、既

規制項目で環境基準が強化された六価クロム化合物についても、新しい

環境基準（0.02 mg/L）の 10 倍値(0.2 mg/L)を排水基準とすることが適

当である。  
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○ 令和３年７月１９日 中央環境審議会答申 

  水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の見直しについて（第

６次答申）【抜粋】  

 

 ３．検討結果 

 （１）水道水質基準の改正等を踏まえた検討 

    六価クロム化合物の水質環境基準健康項目については、従来の基準値

0.05 mg/Lを0.02 mg/Lに見直すことが適当である。また、変更する基準値

に基づいた場合においても、公共用水域等における検出状況からみて、従

来通り水質環境基準健康項目とすることが適当である。 

 

   １）基準値の導出根拠 

     内閣府食品安全委員会において、２年間飲水投与試験においてみら

れた、雄マウスの十二指腸のびまん性上皮過形成に基づき算出したＢ

ＭＤＬ１０値 0.11 mg/kg 体重/日と設定された。 

     また、水道水質基準の改正においては、食品中のクロムは三価の状

態で存在するとされているが、飲料水以外からの六価クロムの接種経

路が確かに無いとは言えないため、水の飲用の寄与率は60 %とするの

が適当とされた。 

     これらの結果を踏まえ、六価クロムのＴＤＩ 1.1 μg/kg 体重/日

に対し、水の飲用に係る寄与率を60 %、体重50 kg、１日当たりの摂

取量２Ｌ/日として、基準値を0.02 mg/Ｌとした。 

 

   ２）公共用水域等における検出状況 

     過去10年間（平成22年度以降）の公共用水域等における六価クロム

の検出状況は、別添２のとおりである。公共用水域等における水質測

定計画に基づく測定結果によると、公共用水域では、新たな基準値

（0.02 mg/Ｌ）の超過事例は平成22年度から平成24年度に計４地点で

あり、すべての地点が現行の基準値（0.05 mg/Ｌ）の範囲内となって

いる。また、地下水では、平成23年度、平成27年度、平成28年度、平

成30年度及び令和元年度に計６地点で新たな基準値（0.02 mg/Ｌ）を

超過し、そのうち４地点が新たな基準値（0.02 mg/Ｌ）と現行の基準

値（0.05 mg/Ｌ）の範囲内となっている。 

 

     水質環境基準健康項目に係る検討結果を、以下に示す。 
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項目名 新たな基準値 現行の基準値 

六価クロム 0.02 mg/Ｌ以下 0.05 mg/Ｌ以下 

   備考 基準値は年間平均値とする。 
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